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伊根町再⽣可能エネルギー活⽤地域振興策実現可能性調査業務 報告書【概要版】 令和６年3⽉ 伊根町（委託先）国際航業株式会社

伊根町（以下、「本町」とする。）は、昔から鰤の三⼤漁場の⼀つに数えられ、その他にも多くの海産物を採
ることができる優れた漁場を有し、⾈屋や浦島太郎伝説、隣接する宮津市の⽇本三景「天橋⽴」等による観光
業が盛んな地域である。⼀⽅、本町は⾼浜原⼦⼒発電所が⽴地する福井県⼤飯郡⾼浜町に近接しているため、
町域の多くが原⼦⼒発電所の30km圏内に位置しており、原⼦⼒発電所の再稼働や廃炉、⾃然災害による原発へ
の被害等、原⼦⼒発電所を取り巻く環境変化が、町の経済や雇⽤、観光客等に多⼤な影響を与えることとなる。

本町では、これらの影響を中⻑期的に緩和していくために、国と本町が⼀体となってエネルギー構造⾼度化に
よる地域活性化、エネルギー利⽤の最適化・最⼩化による地域企業の競争⼒強化、雇⽤創出、地域産業・観光
業の振興、BCP対策等に積極的に取り組み、本事業の取り組みを環境教育や国内の先進事例としても活⽤し、
エネルギー利⽤に対する地域内外への理解促進に向けた取り組みを強化する必要がある。

そこで、地域に賦存するエネルギー資源を最⼤限活⽤して、持続可能な「ええまち」伊根町の実現（地場産業
の振興、新たな産業・雇⽤の創出、モビリティ機能の拡充）に貢献する再⽣可能エネルギー（以下「再エネ」
とする。）活⽤プロジェクトを構築することを⽬的に、令和４年度に整備した再エネ活⽤型EV充電設備の効果
検証と利活⽤の検討及び地域の更なる再エネ電源開発の検討を⾏ったものである。

本町における再エネ利⽤の基本戦略（令和元年度基礎調査結果より）

共通課題：人口の減少・少子高齢化

課題1：町内移動のモビリティの確
保・充実（住民）

課題2：観光・モビリティ拠点の整
備・拡充（観光業）

課題3：地場産業における新たな産
業振興と就労機会の創出

伊根町の課題

基本戦略は、「地場産業の振興と就労機会の創出」及び「地
域住⺠の暮らしやすさと観光利便性向上（モビリティ機能の
充実）」に貢献する、地域の資源を最⼤限活⽤した伊根町独
⾃の再エネプロジェクトを構築・実現し継続的な運⽤を達成
することである。

伊根町には全国的にも有名な豊かな⽔産・農産・観光資源が
あることから、これらの資源と有機的に連携する先進的なエ
ネルギーシステムを⽤いた持続可能な地域循環システムかつ
経済的な⾃⽴に貢献するプロジェクトの構築を⽬指す。

基本戦略

本町独自の地域資源を最大限活用した再エネプロジェクトのイメージ

⽬的 検討概要

(1)再エネ活⽤型EV充電設備の効果検証

令和４年度に運⾏を開始した「いねタク」は、住⺠や観光客利⽤が拡⼤しており、順調な滑り出しをみせて
いる。令和５年度には、整備した再エネ活⽤型EV充電設備の運⽤が開始されることにより、充電設備で発電
した電気を「いねタク」へ供給し、再エネを使った運⾏が始まった。

これを受け、整備した充電設備の効果検証や「いねタク」の効果検証を⾏い運⾏計画の検証・⾒直しを⾏う
ともに、更なる住⺠利⽤や観光客等のラストワンマイル利⽤を促進し、「いねタク」が運⾏することによる
再エネ理解促進効果を⾼め、再エネ利⽤率の向上を⽬指した検討を⾏った。

(2)地域の更なる再エネ電源開発及び⾃家消費率を⾼める⼿法の検討

新たな将来像(Step2)の具体化にむけて、また、地
域の更なる再エネ理解促進・転換へとつなげるため、
町内にある遊休地を活⽤した新たな再エネ電源開発
を検討した。

対象地は、太⿎⼭⾵⼒発電所跡地とし、⾵⼒以外の
活⽤の可能性を調査するとともに、再エネの導⼊・
利活⽤を図る新たな起点としての可能性を検討した。

また、既存及び新規再エネ電源を地域内で余すこと
なく消費するため、複数電源をつなぐ新たな利活⽤
策の検討を⾏うとともに、令和２年度に作成した本
町の再エネ利⽤に関する基本戦略（将来像・ロード
マップ）の⾒直しを⾏った。

太鼓山風力発電所跡地（航空写真）

※京都府撮影

再エネ活用型EV充電設備（令和4年度整備）
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令和６年3⽉ 伊根町（委託先）国際航業株式会社

検討結果

(1)再エネ活⽤型EV充電設備の効果検証（つづき）

伊根町再⽣可能エネルギー活⽤地域振興策実現可能性調査業務 報告書【概要版】

検討結果

(1)再エネ活⽤型EV充電設備の効果検証

【発電状況】
令和５年４⽉１⽇〜令和６年２⽉29⽇までの
再エネ活⽤型EV充電設備における、ソーラー
カーポートの発電状況について、充電設備に付
帯する計測機器の記録したデータに基づき整理
した結果をグラフに⽰す。当該期間における発
電量は51,884kWhとなっており、計画してい
た年間発電量57,600kWhの90.1％にあたる。

いねタクの運行状況

４⽉〜１⽉の期間中の運⾏本数、運⾏距離（実
⾞）、乗⾞⼈数とも、スクール利⽤がなくなる８
⽉や運休が多かった１⽉に少なくなっているが、
運⾏本数は概ね⽉500本以上（平均で626本）、
運 ⾏ 距 離 は 概 ね 2,800km 以 上 （ 平 均 で
3,221km）、実⾞⼈数は1,000⼈以上（平均で
1,218⼈）となっている。

令和４年度と⽐較すると、いずれの項⽬も増加し
ており、昨年の同時期と⽐べ運⾏本数で約1.1倍、
運⾏距離（実⾞）で約1.5倍、実⾞⼈数で約1.5倍
となっている。

発電状況及びいねタクのエネルギー消費量等

【いねタクのエネルギー消費量】

【再エネの有効活⽤、CO2削減量等】

【観光⾯での効果】
観光客へのアンケート結果より、いねタクの利⽤による
町内移動の変化について、「⾃家⽤⾞やレンタカーから
いねタクに切り替えた」等の回答が得られており、町内
観光へのプラスの⾯が伺える。

また、運⾏開始前と⽐べて良くなった点を観光事業者へ
尋ねたところ、「利⽤者を送迎する⼿間が減った」、
「特に変化はない」が多かったものの、「町内移動をい
ねタクに切り替える⼈が増えた」「町内観光の満⾜度が
上がった」等との回答も得られており、観光事業者から
みても、町内観光へのプラスの⾯があることが伺える。

いねタク運行による効果（地域経済への還元策の検証）

【健康福祉⾯での効果】
住⺠の利⽤者に対して、運⾏後の外出頻度をアンケートで尋ねたところ、約４割が「外出頻度が増えた」と回
答しており、いねタクの運⾏が住⺠の外出促進に貢献していることが伺える。

体操教室の利⽤状況をみると、令和５年度以前に⽐べて、⽕曜の１回当たりの参加⼈数・平均年齢が多く（⾼
く）なっている。⽕曜⽇はいねタクを利⽤して体操教室に通っている⽅が多く、⾼齢で⾞を運転されない⽅々
が、いねタクの運⾏によって参加しやすくなり、１回当たりの参加⼈数の増加に寄与したと推測される。

【再エネ利⽤に対する理解促進】
利⽤者アンケート及び観光関連事業者アン
ケート結果より、住⺠や観光客、観光関連事
業者で、EVでの運⾏や再エネ理解促進への評
価に違いがあるかを⽐較した。

再エネの理解促進への評価は、観光関連事業
者と⽐べて、実際に利⽤した乗客の満⾜度が
⾼く、いねタクの利⽤が再エネの理解促進に
つながっていることが伺える。

観光事業者だけでみても、「利⽤した⼈がい
る」と回答した事業者のほうが満⾜度が⾼く
なっている。

 EVでの運⾏についても、再エネ理解促進への
評価と同様の傾向がみられる。 ※1.項⽬ごとに満⾜度を５段階評価で集計

※2.点数が⾼いほど、満⾜度が⾼いことを⽰している

充電種別
充電量
（kWh）

CO2排出量
(t-CO2)

普通充電 13,967.2 5.03

急速充電 3,612.8 1.30

合計 17,580.0 6.33

いねタクのすべての充電を太陽光発電で賄った場合は、
年間で⼆酸化炭素6.33t-CO2を削減することができる。

現状、役場にある急速充電器は再エネ電気ではないの
で、再エネ利⽤率を⾼めるにはEV充電設備の中に急
速充電器の新設するなどの対応が必要である。

再エネ活用型EV充電設備における発電状況

車両別の燃費の比較（計測期間中の実測値）

項目
①e-NV200

（１号車）

②e-NV200

（２号車）

③リーフ

（３号車）

走行距離

[km]

夏季 5,585 6,146 3,303

冬季 5,070 5,484 3,231

使用電力量

[kWh]

夏季
1,081.2

（982.6＋98.6）

1,197.0

（835.9＋361.1）

598.5

（592.4+6.1）

冬季
1,223.1

（906.4＋316.7）

1,319.5

（670.3＋649.2）

717.6

（714.2＋3.4）

燃費

[km/kWh]

夏季 5.17 5.13 5.52

冬季 4.15 4.16 4.50

平均

期間全体：4.70、夏季：5.23、冬季：4.23

１号車・２号車（e-NV200）：4.62

３号車（リーフ）：4.96

夏季と冬季ともに⾛⾏距離は、１号⾞
と２号⾞が同程度となっており、３号
⾞はそれに⽐べて少ない。また、使⽤
電⼒量は⾛⾏距離に応じた傾向がみら
れた。

冬季に⽐べて夏季の⽅が燃費は良いこ
とが把握された。また、３号⾞（リー
フ）の燃費の⽅が、１号⾞・２号⾞
（e-NV200）に⽐べて良いことも明ら
かになった。

使⽤電⼒量の（）は、「EV充電設備
（普通充電）」＋「伊根町役場充電器
（急速充電）」の総和

充電設備別の充電量とCO2排出量

実車人数
町内移動の変化（観光客）

運行後の外出頻度（住民） 体操教室１回当たりの参加人数と参加者の平均年齢

いねタクに対する評価
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令和６年3⽉ 伊根町（委託先）国際航業株式会社

検討結果

(2)地域の更なる再エネ電源開発及び⾃家消費率を⾼める⼿法の検討（つづき）

太鼓山風力発電所跡地と公共残土処分場の比較

過年度に検討を⾏った公共残⼟処分場について、今年度で計画受⼊量に到達し、事業完了の⽬途がたった
ことから、公共残⼟処分場との⽐較を⾏った。

下記に⽰すとおり、総合的に公共残⼟処分場の⽅が事業地として優先度が⾼く、太⿎⼭での⾵⼒発電事業
は継続中であることから、太⿎⼭⾵⼒発電所跡地については、進⾏中の⾵⼒発電事業の状況を⾒守りつつ、
町内の電⼒需要に応じて、事業是⾮を継続して検討していくこととした。

伊根町再⽣可能エネルギー活⽤地域振興策実現可能性調査業務 報告書【概要版】

検討結果

(1) 再エネ活⽤型EV充電設備の効果検証（つづき）

運行体制等の再評価

これまでの調査・検討結果を基に、以下の４つの観点から、運⾏体制等の課題とその対策について整理した。

【太⿎⼭⾵⼒発電所跡地の状況】
１〜６号機のすべての⾵⾞が令和4年3⽉で撤去完了済み（基礎含む）。
⾵⾞の設置されていたエリアはそれぞれ開けた平らな広場。⼭の尾根上に
あるので、広場を囲うように背の⾼い樹⽊や草が繁茂。

太鼓山風力発電所跡地の活用可能性

(2)地域の更なる再エネ電源開発及び⾃家消費率を⾼める⼿法の検討

運行体制等の課題に対する対策項目

項目 対策案とその懸念事項

町内行事・

施設稼働日の平準化

• 町内行事や施設稼働日の偏りにより、繁忙となるタイミングがある（体操教室・診療所の

開設日、登下校の時間帯）

• 比較的、閑散としている木曜午後を有効活用し平準化を図る

バッテリーの交換

容量の大型化

• e-NV200（バンタイプ）のバッテリーは元々容量が小さい

• さらに、稼働が長いことから劣化も進んでいるバッテリーを交換（可能であれば容量も大

型化）

• 対応可能なメーカーがほとんどないうえ、車両補償の観点で正規メーカー以外の対応は極

力控えたい

急速充電器の導入

• 充電拠点場所に急速充電器を新たに整備する

 将来用として基礎部分は整備済み

 新たな整備費用の調達先を要検討

予備車両の導入
• e-NV200（バンタイプ）は乗車可能人数の観点で、引き続き運行時のメイン車両となるもの

の、バッテリー容量の大きい予備車を１台用意する

太鼓山風力発電所跡地

再エネ種別 評価

太陽光 ○ 町内の至る場所で賦存しており、いくつかの公共施設や遊休地などで設備を導入できる可能性があ

ることが明らかになっている。

風力 △ 風況観測を通じて、一定の風況は確認できたものの、民間事業者へのヒアリングを通じて、その事

業性を見出すことはできなかった。中長期的に発電設備の技術革新に注視しながら導入検討する。

温泉熱 ✕ 源泉温度の低さや温泉中に含まれる成分の結果から、活用が期待された陸上養殖や施設園芸への転

用は難しいことが明らかになっている。

バイオマス（木質） ✕ 町内に長らく林業の施業実態は存在せず、木材を搬出・加工・運搬し、エネルギー利用するための

体制構築が困難であることが明らかになっている。

再エネ種別ごとの評価

【太⿎⼭⾵⼒発電所跡地での再エネ利⽤の可能性】
令和元年度の基礎調査結果等も踏まえて、過年度の検討結果から、「太陽光」、「⾵⼒」、「温泉熱」、「バ
イオマス（⽊質）」の４つの再エネ種別に対する適応性を評価した。

短期的には、本町で設備導⼊できる再エネとしては太陽光発電となり、太陽光が対象場所に設置できるかどう
かについて、検討を⾏った。

公共残土処分場 太鼓山風力発電跡地

事業費 国内のコスト動向と同程度
国内のコスト動向のおよそ1.5倍以上。

事業費抑制の工夫が必要

事業規模 ある程度まとまった規模を確保 小規模かつ分散した配置

事業開始の見通し 遅くとも２年以内に着工可能予定 風力発電事業進行中につき、不透明

供給先 至近に大規模な需要地はない 町境で遠隔地、需要先までの送電が課題

土地条件
地質の状況次第だが、造成はしやすい

日当たりも良好
周囲の樹木による陰が懸念される

維持管理
敷地までのアクセス道路が整備され、

開けた土地で維持管理に支障はない。

管理用道路の保守が必要。冬季のアクセス性に難あり。
パネルが分散配置で管理は煩雑

２つの対象地の検討結果比較

太鼓山風力発電所跡地と公共残土処分場の比較

太⿎⼭⾵⼒発電所跡地や公共残⼟処分場に、⼤規模太陽光発電を設置した場合、直近に公共施設等の電気
を使⽤する施設がなく、発電した電気を公共施設で利⽤するための仕組みが必要となる。

再エネ電源や需要地が⼩型・分散化している伊根町では直接消費型（オンサイト型）には限界がある。
オフサイト型による電⼒供給には、⾃⼰託送や地域新電⼒を介して電⼒を供給するフィジカルと呼ばれる
⽅法と、電⼒と環境価値を切り離して、環境価値のみを移転するバーチャルと呼ばれる⽅法があるが、電
⼒の地産地消の観点からはフィジカルによる電⼒供給が望ましい。

オフサイト型（フィジカル）による電⼒供給について、引き続き実現可能性の検討を進めることとする。

オフサイト（フィジカル）による電力供給のイメージ
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令和5年度検討内容 令和５年度の結果を踏まえた今後の予定

再エネ活用型EV充電設備の効果

検証

• 検証結果を受け、再エネ利用率を最大化に向けた取り組みを継続（※エネ

高事業としては終了）

地域の更なる再エネ電源開発及び

自家消費率を高める手法の検討
• 筒川地区コミュニティセンターへの再エネ導入を予定。

• 建設残土処分場の事業完了目途がついたことから、当該地への大規模太

陽光発電整備のためのF/S調査を実施する。

• 上記に併せて、発電した電力を公共施設で利用するための大規模太陽光

発電所運営手法を検討する。

令和６年3⽉ 伊根町（委託先）国際航業株式会社

検討結果
令和５年度に実施した検討結果を踏まえた今後の⽅向性は下表のとおりである。
地域に賦存するエネルギー資源を最⼤限活⽤して、持続可能な「ええまち」伊根町の実現（地場産業の振興、
新たな産業・雇⽤の創出、モビリティ機能の維持）に貢献する再エネ活⽤プロジェクトを構築するための事業
として、伊根町公共残⼟処分場の事業完了の⽬途が⽴ったことから、当該敷地への⼤規模太陽光発電所の整備
に向けた調査を実施する。

併せて、当該地で発電した電⼒を本町の公共施設で利⽤するとともに、持続可能なまちの実現に向けて観光、
農業⽔産業等の地域経済へ波及させるための地域循環の仕組みづくりを検討する。また、別途ハード整備を予
定している筒川地区コミュニティセンターへの再エネ導⼊とあわせて、地域住⺠や伊根町を訪問する観光客等
へ再エネ利⽤に関する理解促進を進めていく。

①大規模太陽光発電所設置事業に係るF/S調査

伊根町公共残⼟処分場は、伊根町の筒川地区に位置しており、公共事業で不要となった残⼟の受け⼊れを⾏っ
ている。今年度をもって、受け⼊れの許容量を満たすことから整地し、跡地の利活⽤についての検討が可能な
状況にある。

地域に賦存するエネルギー資源を最⼤限活⽤して、持続可能な「ええまち」伊根町の実現に貢献する再エネ活
⽤プロジェクトを構築するための事業として、伊根町公共残⼟処分場の事業完了の⽬途が⽴ったことから、当
該敷地への⼤規模太陽光発電所の整備に向けた調査※1を実施し、令和７年度以降の⼤規模太陽光発電所整備を
⽬指す。
※1.基本設計、関係機関協議、事業収⽀計画策定等の調査を予定

②大規模太陽光発電所運営手法の検討

再エネ電源や需要地が⼩型・分散化していることに加え、「重要伝統的建造物群保存地区」に指定されている
地区があり景観に配慮した事業実施が求められる伊根町では、直接消費型に限界があるため、オフサイト型の
仕組みの構築が必要となる。

そこで、①の⼤規模太陽光発電所設置事業に係るF/S調査と並⾏して、当該地で発電した電⼒を本町の公共施設
で利⽤するために、オフサイト型といわれる離れた電源と需要地をつなぐ仕組みの構築に向け、公共施設への
電⼒供給スキームや持続可能な運営⼿法の検討に併せて、公共施設の電⼒需要量調査（令和元年度の実施結果
の時点修正及び電気料⾦の⾼騰などを反映）を⾏う。

これらの検討に当たっては、観光、農業⽔産業等の地域経済へ波及させ、持続可能なまちの実現に向けた地域
循環の仕組みづくりとなるよう検討を⾏う。

次年度以降の実施内容

令和５年度の検討結果を踏まえた今後の方向性

伊根町再⽣可能エネルギー活⽤地域振興策実現可能性調査業務 報告書【概要版】

(2)地域の更なる再エネ電源開発及び⾃家消費率を⾼める⼿法の検討（つづき）

将来像の進捗状況や新たな地域課題を踏まえ、令和２年度に作成した伊根町の再エネ利⽤に関する基本戦
略（将来像・ロードマップ）の中期以降の⾒直しを⾏った。⾒直し結果を以下に⽰す（⾚字が⾒直箇所）。

将来像・ロードマップの見直し

伊根町が⽬指す再エネ利⽤の将来像


